
　銀行の自己資本比率規制は、バーゼル合意（国際的に活動する銀行に適用される自己資本比率等に関する国際合意）
に基づいており、以下の3つの柱から成り立ちます。
　また、第1の柱には海外営業拠点を有する銀行に対する国際統一基準とそれ以外の銀行に対する国内基準があり、
当行には国際統一基準が適用されます。
　なお、バーゼル合意は大きな見直しが2度行われており、国際統一基準行では、2013年3月末基準より�
バーゼルⅢによる自己資本比率を算出しております。

1．第1の柱（最低所要自己資本比率）
　第1の柱は、銀行が保有するリスクに対して求められる最低所要自己資本比率を定めたものです。国際統一基準行
は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準」（2006年金融庁告示第19条）に定められる自己資本比率の水準を満たさなければな
りません。自己資本比率の算出式は下記の通りです。

自己資本比率 ＝
自己資本の額（普通株式等Tier1資本の額、Tier1資本の額、総自己資本の額）

信用リスク・アセット額の
合計額 ＋ マーケット・リスク相当額の

合計額を8％で除して得た額 ＋ オペレーショナル・リスク相当額の
合計額を8％で除して得た額

（1）信用リスク・アセット計測の概要
　自己資本比率算出に用いる信用リスク・アセットの算出手法は、以下の2通りがあります。
　「標準的手法」は、エクスポージャーの額に所定のリスク・ウェイトを乗じて、信用リスク・アセットの額を算出する手法です。例えば、
法人等向けのエクスポージャーにおいては、外部格付機関の格付に応じたリスク・ウェイトを使用することが義務付けられております。
　「内部格付手法」は銀行の内部格付に基づき算出したデフォルト確率や損失率等のパラメータを用いて、信用リスク・アセットの額を
算出する手法です。「内部格付手法」は、さらに自行推計のパラメータを利用する範囲によって、「基礎的内部格付手法」と「先進的内
部格付手法」に区分されます。
　なお、当行の信用リスク・アセットの算出手法は、基礎的内部格付手法を採用しております。

（2）マーケット・リスク計測の概要
　マーケット・リスクの算出方法は、規制により定められた一定の算式に入力して算出する「標準的方式」とVaRを活用して算出する「内
部モデル方式」の2通りの手法があります。
　なお、マーケット・リスクは、一定の条件のもと自己資本比率の算式に算入しないことが認められており、当行はこの条件を満たす
ため、マーケット・リスク相当額を自己資本比率の算式に算入しておりません。

（3）オペレーショナル・リスク計測の概要
　オペレーショナル・リスク相当額の算出手法は、以下の3通りがあります。
　「基礎的手法」は粗利益に当局で定められた掛け目を乗じてオペレーショナル・リスク相当額を算出する手法です。
　「粗利益配分手法」は粗利益をさらに8つの業務区分等に分類した上で、定められた掛け目を乗じてオペレーショナル・リスク相当額
を算出します。
　「先進的計測手法」は、銀行独自に開発するモデルにより統計的な手法でオペレーショナル・リスク相当額を算出する手法です。
　なお、当行のオペレーショナル・リスクの算出手法は、粗利益配分手法を採用しております。

2．第2の柱（金融機関の自己管理と監督上の検証）
　第2の柱は、金融機関の自己管理と監督上の検証を定めたものです。
　金融機関の自己管理とは、第1の柱の自己資本比率算出に含まれない銀行勘定の金利リスクや与信集中リスクなど
も含め、リスクに見合う自己資本が維持できているか、銀行がリスクの総体を自ら適切に把握・管理することです。
　監督上の検証とは、監督当局が銀行のリスク管理手法等について検証を実施することです。万一、銀行の自己資本
がそのリスク・プロファイルに見合う水準以下に低下した場合、監督当局が早期警戒制度に基づき介入を実施し、改
善措置を求めることができます。

3．第3の柱（市場規律）
　第3の柱は、開示の充実を通じて、金融機関に対する市場規律の実効性を高めることを定めたものです。
　自己資本比率とその内訳、各リスクのリスク量とその計算手法、リスクの管理手法等について情報開示すること
で、市場参加者が銀行に対する適切な評価を行い、市場規律が有効に働くことが期待されております。そのため、銀
行には適時性と信頼性のある情報の発信が求められております。
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